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化学兵器禁止制度の概況

• 「化学兵器禁止条約」及びその国内実施法である「化学兵器禁止法」に基づき、化学兵
器の製造等を禁止するとともに、サリンやＶＸ等の特定物質の製造等を許可制。

• また、化学兵器の原料等となり得る指定物質等の製造等を行う事業所について、届出によ
り設備の情報や製造等の状況を把握し、化学兵器禁止機関（OPCW）に申告。

• OPCWは各国の申告内容を国際検査により検証。日本は年間約20事業所への国際検
査（事前準備含めて1回2週間程度を要する）を受け入れている。

• 新型コロナウィルス感染拡大の影響により、国際検査は2020年４月以降中断されていた
が、2021年11月に再開され、以降は感染対策を徹底しつつ概ね従前どおり実施。

OPCWによる国際検査の様子

＜ OPCWに対する我が国の貢献＞
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◆日本は、OPCWに対し全締約国中第3位の分担金
(約591万ユーロ：2022年)を提供

◆国際協力については、実施効果等を見極めつつ、情報提
供を含む協力・支援を展開

• 2022年9月：表２剤事業所を有する締約国向けパ
イロットフォーラム参加（情報共有・情報交換）

◆近年は、我が国化学産業の国際検査負担の軽減を目
指して、OPCWに対し、効率的・効果的な国際検査の実
現を含めた産業検証制度の見直しの必要性を提起 2022年9月 パイロットフォーラム
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化学兵器禁止施策に関するトピックス

１．コロナ禍における国際検査の受入れ

• 令和4年4月以降、水際措置の緩和に伴い、新型コロナウイルス感染症対策に十分留
意しつつ、同年末までに16件の国際検査を受入れ、特段問題なく終了。令和5年も同
様に実施予定。

２．化兵法指定物質／有機化学物質等の届出電子化

• 令和5年分の指定物質製造等・使用予定届出（令和4年9月30日届出〆切）から
電子申請を開始。

• 電子申請開始の周知用パンフレットや電子申請マニュアル等に加え、ご希望に応じて、過
去の届出情報を予め転記したものを個別に準備・提供し、届出者の電子化移行を積極
的に支援。

• 現在、令和４年分指定物質／有機化学物質等の実績届出（令和５年２月末日届
出〆切）においても実績届出者の電子化移行を支援・推進中。

3. サキシトキシン鏡像異性体の扱い

• 貝毒の１種であるサキシトキシンは特定物質の１つとして規制されているが、水産研究・
教育機構、東京農工大学、東北大学の共同研究によって、毒性のないサキシトキシン
鏡像異性体の合成に成功。検査・研究のために安全な標準物質としての利用が期待さ
れており、有識者の意見を踏まえ化兵法上の取り扱いについて検討中。
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国際検査件数の推移

• 新型コロナウイルス感染拡大前は年間20～25件程度の国際検査を受け入れ

• 2020年3月以降、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、国際検査が延期、
2021年11月から再開され、昨年は合計16件の検査が実施され、徐々にパンデミック
前の状況に戻りつつあるところ。
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化学兵器禁止法に基づく届出件数及び電子申請の状況

• 毎年、予定届出（翌年及び当年分）及び実績届出（前年分）の件数は、それぞれ100弱及び
600弱。2015年以降の推移において大きな変動はない。

• 令和5年分（2023年分）の指定物質製造等・使用予定届出（令和4年9月30日届出〆切）
から電子申請を開始し、約75％がe-Gov経由の電子申請に移行

（※１）ＯＣＰＦ（Other Chemical Production Facilitiesの略）
（※２）指定物質輸出入実績届出については、輸出入事業者数
（※３）届出の対象となる年であって、届出が提出された年とは異なる（例：2023年の予定に関する届出は主に2022年に届出が提出される）

化学兵器禁止法第一種指定物質（表２剤）、第二種指定物質（表３剤）、有機化学物質／特定有
機化学物質製造施設（ＯＣＰＦ（※１））、指定物質輸出入届出件数推移及び電子申請比率

届出対象年（※３）

届
出
事
業
所
数
（※

２
）

電
子
申
請
比
率
（
％
）

75%
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【参考】水産研らによるサキシトシンの鏡像異性体に関する研究の成果

• 令和４年11月1日、水産研究・教育機構、東京農工大学、東北大学によるサキシト
シンの鏡像異性体の共同研究の研究成果がプレスリリースされた。

天然型STX とその鏡像異性体（STX）の立体構造

https://www.fra.affrc.go.jp/pressrelease/pr2022/20221101_1/20221101press_1.pdf



【参考】化学兵器禁止法
• 条約に規定する表剤及び識別可能な有機化学物質（DOC）の製造等を行う事業所

等は、製造等の実績を届出・申告。 ※DOC：Discrete Organic Chemicals

• 検証しきい値を超えて製造等を行う事業所等は、国際機関による国際検査を受ける。

条約上の義務

《軍事活動》
遺棄・老朽化学兵器廃棄

内閣府、外務省等

《産業活動》
経済産業省

国内関係行政機関

・製造・使用許可
・立入検査

化学兵器の禁止及び特定物質の規制等
に関する法律（化学兵器禁止法）

表１剤
（特定物質）

表２剤
（第１種指定物質）

（１）表１剤総量規制

（２）産業検証制度
・対象物質生産施設等の申告

・申告に基づく国際機関による国
際検査

表３剤
（第２種指定物質）

・製造等・使用予
定・実績届出

・製造予定・実績届
出

有機化学物質・特
定有機化学物質

・製造実績届出

・検証しきい値を超える申告事業所は国際検査を受入れ

・製造・使用実績届
出

（３）貿易規制
・輸出入量の申告

・非締約国との表剤輸出規制

・輸出入実績届出

外国為替及び外国貿易法

・輸出許可
・輸入承認（対全地域）

・輸出許可
・輸入承認（対非締約国）

・輸出許可

窓口：化学兵器・麻薬原料等規制対策室

窓口：安全保障
貿易審査課

ＡＧ
独自
規制
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